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■□ 報告Ⅰ

地域経済と雇用の展望
～アベノミクスと地方消滅論を克服する理論

　　　　　　岡田 知弘（京都大学大学院教授）

　みなさん、こんにちは。ただいまご紹介
をいただきました、京都大学の岡田と申し
ます。きょうは野村先生も来ておられます
が、くらしと協同の研究所には創設近くに
関わっていました。その後、自治体問題研
究所の仕事に関わることになりまして、い
ま、そこの理事長をやっています。じつは
2015 年１月に、その研究所の雑誌『住民
と自治』で内山節さんと対談をさせていた
だきました。この模様はWEB上にも載せ
ていますので、興味のある方は読んでいた
だきたいと思いますが、その内山さんが登
場されるということで、久方ぶりに今回の
シンポジウムのご依頼を受けたわけです。
　わたしの話については、上掛研究委員長
から上記のタイトルで話してほしいという
お話がありました。と申しますのも、わた
しは地域経済学をやっていますし、自治体
問題研究所で上野村などが中心になった
「小さくても輝く自治体フォーラム運動」
の事務局を引き受けている関係で、わたし
も 10 年関わっています。さらに、渡辺治
さんなどと「福祉国家構想研究会」をつくっ
て、その成果を『＜大国＞への執念　安倍
政権と日本の危機』（大月書店、2014 年）
にまとめ、安倍首相の経済政策や「構造改
革」の考え方への批判を４人の執筆者で分
担して書きました。
　今日は、それをベースにお話しするつも
りですが、全面展開しますと通常は３時間

かかりますので（笑）、20 分でポイントだ
けお話しするスタイルを採りたいと思いま
す。

アベノミクスで日本経済はどうなったのか
　アベノミクスをどう見るかは、ちょうど
参議院選挙が始まって、その争点になって
います。その前に G７があって、安倍さ
んだけが「リーマンショック以来の経済危
機の兆候が出ているから、その対策が必要
だ。ぜひ G７各国もアベノミクスを取り
入れてほしい」と言いましたが、「そんな
ことはない」と、すべて拒否されました。
後でデータを出しますが、「そんな国は日
本しかないよ」ということで、完全に浮い
てしまったのです。
　安倍さんとしては、事実に即したかたち
で丁寧に分析をするのではなく、ある別の
目的、たとえば参議院選挙対策などがあり
ましたから、消費税増税に関しては「アベ
ノミクスが失敗したからだ」という理由付
けは困るわけです。「世界の G７も、たい
へんな危機だと認識しているから、やっぱ
り日本もやめざるを得ない。消費税増税を
延期する」と言いたかったのですが、それ
がズルッと滑ってしまいました。

アベノミクスと旧 ｢三本の矢｣
　では、アベノミクスとは、いったい何だっ
たのか？　「だった」と言うと、過去形に
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なりますが（笑）、これには意味があります。
ひとつは、アベノミクスは最初に「三本の
矢」と言いました。日銀が大幅に金融を緩
和し、日本の国債を政府から大量に買い込
み、政府は大規模公共事業をやって、景気
を浮揚していく。長期的には、TPP に集
約されるように、規制緩和をどんどんやっ
て、成長を追求する。これが「三本の矢」
です。
　これをやると、日銀が大量に通貨を供給
し、国債も引き受けて、短期的には公共事
業や財政支出を大規模にやり、中長期的に
は規制緩和による成長戦略をやれば、デフ
レから脱却し、経済成長も達成できるはず
だという簡単なロジックですが、実際はそ
うではなかったのです。
　まず 2014 年４月に消費税増税の第一弾
をやりました。政府も、「おそらく景気は
一時的に悪くなるだろう」と言っていまし
たが、なかなかよくならない。６月を過ぎ
ると、菅官房長官あたりが「年末には必ず
回復するはずだ」と弁明をする機会が増え
ていきますが、結局、いまだ回復しておら
ず、むしろ落ち込んでいくだけでした。
　しかも、地方に行けば行くほど落ち込み
は激しい。そこで、「次はローカルアベノ
ミクスだ。地方にアベノミクスのプラスの
影響をできるだけ広げていく必要がある」
ということで、「地方創生」を打ち出し、
2014 年９月には石破さんを地方創生担当
大臣に据えて、鳴り物入りで進めていきま
した。
　こういうことを推し進めるために使われ
たのが、今日の副題にもある「地方消滅」
論です。これは元総務大臣の増田寛也さん
が代表を務める日本創成会議が唱えたもの
ですが、増田さんは第一次安倍政権のとき、
前の総務大臣だった菅・現官房長官の後を
受けて、道州制とさらなる市町村合併の推

進を総務大臣としてやった人物です。
　この２人が今回もタッグを組んだという
ことを、日経新聞がすっぱ抜いています。
つまり、日本創成会議の記者会見に関して
は、１カ月前から記者レクをしていて、会
見翌日には京都新聞を含むどの新聞も、一
面トップで「2040 年には、これだけの市
町村が消滅する可能性がある」と報じまし
た。どうやら「自治体の集約が必要である」
という認識が広がることを期待していたよ
うで、こういうかたちで「地方創生」とい
うものが始まっていくわけです。

安全保障法案と新 ｢三本の矢｣
　この時期、もうひとつ大きな政治的な波
がありました。憲法９条の解釈改憲が、閣
議決定というかたちで行われ、それ以来、
安保関連法案の国会への提起が注目されて
いきます。昨年秋、SEALDs の奥田さん
たちがずいぶん頑張って、周りの青年たち
が集まる。若いママの会などができていき、
おそらく安倍さんは通常国会を延期せずと
も採決できると思っていたのでしょうが、
大幅な会期延長をした後、ようやく強行採
決して、支持率がかなり下がりました。
　高度経済成長の始まる前、安倍さんの祖
父の岸信介が強行して安保条約改定をやり
ました。そこで一気に支持率が落ちて、彼
は退陣するのですが、それに代わって自民
党政権は、「政治の時代は終わった。これ
からは経済の時代だ」ということで、池田
勇人が「所得倍増計画」を打ち出して首相
になりました。
　この歴史的な経験から、安倍さんは
本当に簡単に学んで、「新しい『三本の
矢』が必要だ」ということで、「新三本の
矢」を登場させます。「強い経済＝ 20 年の
GDP600 兆円に」「子育て支援＝合計特殊
出生率を 1.8 に回復」「社会保障＝介護離
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職ゼロに」というものですが、これは矢と
いうより的ですね（笑）。日本語の間違い
です。なおかつ、なぜ「旧三本の矢」から「新
三本の矢」が必要になるのか、何の説明も
ありませんでした。

実際､ アベノミクスで日本経済はどうなっ
たのか
　こういうことで、安保関連の支持率低下
に対して、経済を前面に打ち出したのです
が、じつは経済の実態はとんでもなくひど
い状態でした。資料の表１（P29 参照）は、
安倍政権が発足してから 2015 年の年末ま
でにどういう変化があったのかをまとめた
ものです。これの指数の欄を見ると、通貨
供給量を示すベースマネーは 262 とすごい
数字で、国債残高は 110 です。国債を増や
して、10％も増えました。
　ところが、期待される企業物価指数（昔
の卸売物価指数）は 101 で、以前と変わっ
ていません。逆に、変わったものもあっ
て、為替レートは 71 と、30 ポイント落ち
ています。反対にどんどん増えたものもあ
ります。そのひとつは東証一部株価指数で
152、もうひとつは全産業法人企業純利益
163、そして法人の内部留保 216 です。要
するに、ここがアベノミクスの恩恵を受け
ているわけで、いちばん恩恵を受けている
のは東証一部上場企業の内部留保です。
　しかし、そういう企業でも賃金は 99 で、
伸びていません。むしろ減少しているとい
うのが実態です。

　このように、大手企業の所得の増加に対
して、勤労者の所得の低迷が目立ってくる
のですが、これは国際比較をするととても
はっきり見えてきます。
　表２（P29 参照）は、わたしがつくった
ものですが、ドルベースで比較できるかた

ちで GDP の推移を見たもので、出典は国
連統計です。日本は、2009 ～ 2012 年の民
主党政権時代は 18.3％という増加率で、先
進国中最高でしたが、2012 ～ 2014 年の安
倍政権下は－ 22.7％という、すごい減り方
です。なぜなら円安が働いているからです。
G７で日本が浮いた根拠がここにあります。

なぜ、アベノミクスではダメなのか

国民所得の最大部分を占め､ 法人企業所得
の源泉となる勤労者への再配分に問題
　なぜアベノミクスではダメなのか。毎年
国民が付加価値を生産し（GDP）、それが
国民所得として分配されていきますが、国
民所得で最大の比重を占めているのはサラ
リーマンの雇用者報酬で、だいたい７割近
くを占めています。そして、25 ～ 20％が
企業所得で、このなかには大企業も個人企
業も農家所得も入りますが、日本の場合は
法人企業所得が多くを占めています。残り
５％ぐらいは財産所得です。
　日本の国民所得の決定的な問題は、サ
ラリーマンの所得の減少です。表３（P29
参照）のとおり、雇用者報酬を 1995 年と
2012 年で比較すると、日本だけが 95 年
を 10 ポイント近く下回っているのです。
2013 年にはやや回復して 92.4％ですが、
日本よりも失業率が高いドイツ、フランス、
アメリカ、イギリスを見ると、イギリスは
2013 年で 227％と、倍以上に増えています。
　要するに、日本だけが低賃金状態で、非
正規雇用を増やしてしまいました。「国際
競争に打ち勝つため」ということで、正規
雇用も含めて賃金カットをやって、どんど
ん消費購買力を落としてしまった。ここが
じつは「失われた 25 年」の最大の原因で
あり、いかに購買力を増やすかにまったく
触れられていない。そこにアベノミクスの
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大きな問題があります。

デフレの定義及び処方箋の誤り
　まず、「デフレ」の捉え方が間違ってい
ます。これもまた、あまり言われていない
話ですが、2001 年の小泉内閣期に、過去
２年連続で物価が下がってくることを「デ
フレ」と呼び、逆に物価が連続して上がる
現象を「インフレ」と呼ぼうというふうに、
「デフレ」の定義を変えたのです。
　それまでは、商品の価値と貨幣の価値を
比較しながら、貨幣の価値が全体として上
がるのに伴い、商品物価が全般的に下がっ
ていくのが「デフレ」で、逆に、貨幣の価
値が下がり、商品の価格が全般的に上がる
のが「インフレ」という定義でした。
　これを変えると何が起こったかという
と、「物価を調整するためには、お金をど
んどん供給すればいいじゃないか」という
間違った議論が出てしまいました。アダム・
スミスの前の段階の俗流経済学の人たちが
言っていたことを取り入れてしまい、先ほ
どのようなことをしたわけです。

　この間の物価の下落の原因をみるため
に、日銀の物価統計を見てみましょう。
2011 年度は 524 品目（季節性の変化があ
る生鮮食品の物価は除く）を調査していて、
ここからおもしろいことがわかるんです。
524 品目のうち、280 品目は物価が下落し
ていて、とりわけパソコン、電機等 19 品
目が物価下落の牽引役です。これらは海外
で生産して逆輸入している製品で、これが
物価下落の全体を押し下げている。つまり、
グローバル化が要因なのです。このことを、
先ほどのデフレの解釈ではまったく見ていま
せん。さらに、物価の変動がない品目も58品
目あり、186品目は物価が上がっています。
　したがって、通貨発行量で調整できる「デ

フレ」ではない。だとすれば、通貨対策で
はダメなのです。グローバル化という問題
にどう対応するか。海外生産拠点の移転や
逆輸入のあり方が問題です。さらにパナマ
文書で明らかになったタックスヘイブンに
たくさんの金融資産を集めることを許して
いいのか、という問題なのです。
　これらに関して、安倍政権は一切触れま
せん。ただし、途中、安倍さんは「これは
まずいかもしれない。雇用者に対してもお
金を再分配する必要がある」ということで、
経団連に「できるだけ賃金を上げてほしい」
と要請したり、「同一労働同一賃金の導入
を検討しよう」ということを口にしました
が、実際のところ、賃金は全然上がってい
ませんし、「同一労働同一賃金」も先延ば
しになってしまいました。
　そのうえ、大企業の要求によって、安保
関連法案の国会のときにやられたのが、労
働者派遣法の改悪です。これによって、い
わゆる「生涯派遣」法が出来上がりました。
また、解雇自由（金銭的な解雇ができる）
や、ホワイトカラーについても残業代を支
払わずに済むような仕組みづくりの検討を
開始するなど、要するに、雇用を不安定化
し、実質賃金をどんどん切り下げる政策し
かやっていないわけです。
　さらに、「成長戦略だ」ということで、
株式市場で年金基金を運用したら失敗し
て、おそらく今回の株価の暴落で損失はさ
らに膨らんで、10 兆円を超えたでしょう。
将来、誰がその責任をとるのか。本当に恐
るべきことが行われているような状況です。
　もうひとつは、先ほどの「地方消滅」論
の関係で、少子化が進んでいるという現象
だけを増田レポートは言っていますが、な
ぜそういうことが起こっているのかという
原因分析はないのです。
　わたしは、内閣府が 2010 年に調査した
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結果を見つけました（P29　表４参照）。
そのなかで注目したのは、男性の 30 代の
非正規雇用の既婚率が 5.6％であるのに対
して、正規雇用の場合は 29.3％というデー
タです。あるいは、年収 300 万円未満の
30 代男性の既婚率は 9.3％です。これは明
らかに非正規雇用の増加が背景にあって、
2008 年のリーマンショック後に「派遣村」
問題が起こったように、2000 年代初頭以
降の小泉「構造改革」と第一次安倍内閣の
責任なのです。このとき一気に、若年の非
正規雇用を生み出してしまいました。
　この問題にメスを入れない限り、安心し
て結婚して子どもをつくるということは、
おそらくあり得ないでしょう。こういうと
ころにメスを入れていないという点も、と
ても大きな問題ではないかと思います。

税と社会保障の一体改悪による国民負担増
と社会保障給付の削減がさらに傷口を拡大
　そのうえで、「税と社会保障の一体改革」
が出されました。わたしはこれを「一体改
悪」と呼んでいまして、どんどん負担が増
えていく政策ですが、ここは省略します。

　しかも、先ほど上掛さんからノルウェー
やスウェーデンの話がありましたが、日本
の対 GDP 比の社会保障給付や、奨学金も
含めた教育費の公的負担比率は、先進国中
最低なのです。賃金をまともに支払わない
うえに、消費税を上げて、かつ社会保障負
担をどんどん高めていく。これでは、さら
に消費購買力が落ちていくのも当然です。
　では、どうしたらいいのか。安倍政権の
考え方は、「多国籍企業の利益を最大限に
伸ばすことによって国としての成長を図り
たい」というものですが、結果的に国民は
豊かになってきていません。そうではなく
て、国民の所得を増やし、消費購買力を増

やして、パイ全体を増やしていく必要があ
るのではないか、というのがひとつです。　
実際に地域経済をつくっているのは多国籍
企業ではありません。地域経済は、京都の
経済、大阪の経済、あるいは北海道の経済
など、個性を持った経済がたくさんありま
す。これが複合化されたかたちで初めて日
本経済ができているのであって、しかも京
都の経済においていちばんの基本単位は、
生活領域としての地域、歩いて暮らせる範
囲の単位ではないかと、わたしは考えてい
ます。
　これは内山さんのお話とも重なります
が、だいたい半径 500 メートルが最も基礎
的な単位であり、そこでしっかりと暮らし
ていける地域をつくることが必要ではない
かと思うのですが、京都市に本社がある企
業を従業員数の比率で見ると、本社と支社
がある企業が全体の 30％を占め、単独事
業所（個人のお店等）が 48％を占めてい
ます。つまり、東京や大阪に本社がある大
きな企業で働いている人は、20％でそれほ
どウエイトが大きくないのです。
　デコレーションケーキでいえばいちばん
の土台のスポンジ部分にあたる地元企業を
しっかりつくることが、地域経済を持続さ
せていくための最大のカギなのです。

一人ひとりの住民の生活を向上させる地域
再生にむけた戦略

地域が豊かになるとは
　「地域を豊かにする」というのは、「所得
を増やす」といった一般論ではダメです。
これまでも、大型公共事業を入れて、企業
を誘致したら、自動的に雇用も増えて、地
域経済は活性化するはずだということで、
いまも「リニア新幹線が通ってほしい」と
常に言われています。
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　これは本当でしょうか。それをやること
で、いったいどういう企業が仕事を受注す
るのでしょうか。どこに借金が残るので
しょうか。
　企業を誘致したとしても、東京の法人所
得の集中率は 45％です。東京系企業の支
店・分工場・大型店（京都にもあります）
で生産したり消費したものの純利益が、東
京やその周辺の本社に移転されています。
海外からの所得移転もあります。これが積
み上がった結果が、法人所得の東京への集
中なのです。
　こういう状況のもとで、いくら地域で大
型公共事業や企業誘致をしても、うまくい
かないわけです。白川前日銀総裁は、以
前、わたしと一緒にセミナーで話をしたと
きに、「回転ドア方式に問題があった」と、
おもしろい言い方をしていました。回転ド
アというのは、ホテルの入り口によくある
ドアです。公共投資で、いったんお金が入
る。あるいは、誘致した企業が投資してく
れる。けれども、その果実はクルッと回っ
て、東京へ行ってしまう。関西の人にはわ
かると思いますが、要するに「スルッと
KANSAI」です（笑）。関西でお金を落と
しても、スルッと関西を通り抜けて、東京
に戻す、ということですね。
　そうではなくて、地域内にあるたくさん
の中小企業や農家や協同組合が生産したも
のを、地域内で循環させていく。そうする
ことによって、暮らしが成り立っていきま
す。
　それだけではなく、とくに農林漁業は国
土を手入れしています。評価されていませ
んが、国土に手を入れる活動をすることに
よって、国土保全もできて、景観も守られ
ています。こうしたことが「地域内再投資
力」を高め、しかも、お金の循環だけでな
く、バイオマスなど資源・エネルギーの循

環も推し進めて、人間と自然との関係性を
豊かにしていきます。これこそがいちばん
必要な方向ではないか、ということです。

グローバル競争に左右されない中小企業振
興基本条例を活用した地域づくり
　それをするために、自治体レベルでは、
いま新しい試みが始まっています。中小企
業・地域経済振興基本条例をつくって、地
域づくりの担い手を系統的に育成したり、
公契約条例を制定して、自治体の建設工事
発注や物品発注、サービス発注に関して
は、できるだけ地域の企業に受注してもら
い、賃金も全体として引き上げて、ワーキ
ングプアをつくるのではなく、地域経済の
底上げに工夫をする自治体が増えているの
です。前者は 210 自治体、後者は 30 自治
体を数え、とくに東日本大震災後はどんど
ん増えています。
　というのは、災害時における中小企業や
農家や協同組合の役割がとても高く評価さ
れているのです。きょうは浜通りから伊東
さんが来ておられますが、東日本大震災の
後、浜通りの大型店はいっせいに閉鎖され、
シャッターが下ろされました。一説により
ますと、株主の利益を守るためだそうです。
でも、地元スーパーや個人商店は店を開け
たのです。被災者のために、自分たちの持っ
ている商品をワンコインや無償で供給しま
した。どちらの商店が地域に必要でしょう
か？　もう明らかですね。
　そういう事業体を、できるだけ平時から
つくっていく。自治体と企業・協同組合が
お互いに協力しながら、こういう取り組み
を広げていく必要があります。　こういう
ことは、自治体に頼るというスタンスでは
できません。内山さんが言われたように、
地域の人びとが主権者として考え、行動す
る。そして、上掛さんが言われるように、
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勉強する。当事者である住民自身が、主
権者として、それぞれの仕事や地域での
役割を考えながら、お互いに連携しなが
ら、地域づくりや経営活動、社会活動を
担っていくことが大事ではないかと思い
ます。
　その際には、憲法で定められた幸福追求
権（13 条）、生存権（25 条）、財産権（29
条）こそが大事ではないかと、わたしは考
えています。このことを学んだのは、福島
県浪江町の馬場町長のお話からでした。わ
たしは４回ほど馬場さんと対談をしていま
して、そのたびに感心するのですが、彼は
もともと原発推進論者だったそうです。そ
れを素直に反省し、被災地として何をなす
べきかを考え、「いまは憲法が自分の座右
の書である」と語っています。
　それは、幸福追求権と生存権に加えて、
財産権を守ることなのです。一瞬にして、
生きるための生産手段としての農地、漁船、
工場が失われてしまいましたので、生きる
ことができないのです。「これを国および
地方自治体は保障する責務がある。その意
味での、生存のための財産権を保障する責
務があるだろう。それをやり遂げるまで自
分は町長をやるんだ」ということで、痩せ
た体に鞭打って頑張っておられます。
　いま憲法が問題になっていますが、かつ
て京都府の蜷川知事が言われた「憲法を暮
らしのなかに生かす」ということができて
いません。いま、これをやることこそが最
大の課題になっているのではないかと思い
ます。

おわりに－ TPP を批准させてはならない
　しかし、じつはTPP はそういうことを
まったく許さない。公契約条例で地域に貢
献をしてもらいたいと多国籍企業に求めた
としても、逆に裁判に訴えられて、賠償金

が求められてしまうような ISD に関わる
項目が入ったり、政府調達に関しても、で
きるだけ多国籍企業に開放するように求め
られて、そのために３年以内に追加交渉を
おこなっていく。政府調達の開放は、いま
はまだ大きな金額で都道府県と政令市レベ
ルにとどまっていますが、放っておけば、
おそらく一般市町村にまで拡大することに
なってしまいます。
　もし、このような事態になれば、住民の
福祉の向上を図る地域づくりは極めて困難
な状況に陥ります。したがって、絶対に批
准、発効させてはならない条約です。TPP
に関しては、この後、小池先生から詳しく
お話がありますので、わたしの話は、たい
へん端折ったかたちで恐縮ですが、この辺
で終わります。ご清聴、ありがとうござい
ました。
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